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韓国における生協産直
 

金 亨美 Hyungni KIM（( 財 ) iCOOP 協同組合研究所所長）

はじめに

　親環境１）・有機農産物の買い支え、国内
産小麦の自給率向上事業、飼料自給への取
組み、子牛買い入れ基金への参加、学校給
食に国内産および親環境・有機農産物の使
用条例運動、遺伝子組み換え作物の栽培反
対キャンペーン、産地交流、田んぼの生き
もの調査活動と生物多様性を育む稲作の普
及、農地トラストキャンペーン、穀物買い
上げ先払いキャンペーン、食育講師要請講
座…
　こうした韓国生協の産直運動の実践例は
日本生協の産直運動のそれと、それほど変
わらなく、むしろ共通している。ただ、日
本生協の産直運動が 1970 年代に展開され
たとすれば、韓国生協の産直運動は、1990
年代の後半から本格的に始まり２）、まだま
だ途上にあるといえよう。
　なぜ、現代における日韓生協は共に産直
運動を主な取組みとして展開しているの
か。それは農業の自由貿易を巡る日韓の事
情と食への不安の高まりという現状が似て
いるためであろう。日韓両国は対アメリカ
貿易収支の黒字の代償としてアメリカから
の農畜産物の輸入自由化の圧力を受けてき
て、農畜産物の市場を開放した結果、食料
自給率が著しく低下し、今は OECD のなか
で食料自給率が最下位という状況になる。
　ただし、韓国のそれは日本よりもっと速
いスピードで展開されており、こうした状

況を乗り超えたいという生協組合員の産直
運動への思いやその実現に向けた実践が躍
動的にみえるのかもしれない。
　本稿では、韓国農業における自由貿易の
現実を簡略にまとめた上で、韓国生協の組
合員が中心となった産直運動について伝え
ることにしたい。

農産物自由貿易と
韓国農業の現在

　韓国における農産物自由貿易の始まりは
1980 年代半ばに遡る。韓国経済は 1980 年代
に高成長を成し遂げて貿易黒字が 1986 年に
46 億ドル、1987 年に 99 億ドル、ソウルオリ
ンピックのあった 1988 年には 142 億ドルに
達し、外債危機を免れた。その代わりに、ア
メリカからの農産物輸入自由化への圧力が
高まり、1986 年からいわゆる「開放農政時代」
が開かれた。農産物輸入化率は、1985 年の
69.2％から 1991 年には 84.7％へと一気に
増加した。韓国がGATTの国際収支（BOP）
の擁護による輸入数量制限という待遇から
外されたのは 1989 年である３）。
　もし、韓国の農業が内発的な発展により、
漸進的な産業化への移行の経路を辿ったな
らば、政策立案者たちの言う「農産物の市
場自由化にも負けない競争力」をもつこと
ができたかもしれない４）。
　ところで、韓国政府は「圧縮成長」とも
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呼ばれる政府主導の経済開発計画による短
期間での産業化を支えるために、物価安定
と都市労働者の低賃金の前提条件として低
米価政策を固守してきた。その結果、農村
からは若者が都市へ出て行き、農業・農村
の衰退化が進むなかでの農産物の自由貿易
であった。その過程がいかに急速に進んだ
か、＜表 1 ＞を参照されたい。

　こうした脈略のなかで韓国の農業は、ウ
ルグアイラウンド交渉と農産物自由貿易化
という市場経済のグローバルな流れに飲み
込まれ、農業人口の減少 ( 特に若者 )・食
料自給率の低下という急激な変化にさらさ
れていったのである。韓国政府はウルグア
イラウンド交渉後の農業競争力の強化対策
として 1992 年～ 98 年までに「農漁村構造
改善事業」（1992 ～ 98 年）に 42 兆ウォン

（約４兆円）、「農漁村特別税事業」（1994
～ 2004 年 ) に 15 兆ウォン（約 1.3 兆円）
の財源を投入してきたが、その結果招いた
ものは農業の生産性が増加する反面、所得
は減少する「成長と所得の乖離」という新
たな問題であった。
　さらに、1970 年代の政府による緑色革
命により農薬と化学肥料の使用が本格化
し、韓国の耕地面積当たり農薬使用量は、

中国に次いで 2 番目に多い５）。親戚や知り
合いのおじさんが農薬を誤って飲んで死ん
でしまうのは、筆者が幼い時期に普段よく
聞く事故であった。
　こうしたなかで農業の自由貿易はどんど
ん進んできた。2014 年６月現在、韓国は
チリ、アメリカ、EU、ASEAN など 49 の
国や地域と FTA を結んでいる。そのうち、
韓国農業への影響の大きい FTA を＜表 2
＞にあげる。

　特に、韓中 FTA は、畑作に多大な影響
を及ぼすことが予想される。畑作は多様性
に富んでおり、安い中国産野菜の輸入が本
格化すると、韓国の畑作農家が厳しい状況
に追われることは必至である。なぜならば、
韓国も山が多く平地が少ない地形なので畑
作の大半は山の傾斜地や田んぼ脇の狭い圃
場を利用しており、耕地基盤の整備や機械
化が難しく、主に手作業で行っているため
である。人件費の比重が大きい畑作におい
て中国の農産物に価格で勝てるわけがない。
一方、畑作から得る農業所得は最近 10 年
で年々増えてきて 2012 年現在農業所得の
57％は畑作から、23％は稲作から得られて
いる。韓中 FTA の影響で国内野菜が売れ
なくなると、その影響は直接的には農業所
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得の減少、間接的には農業の多様性と景観
の喪失、遺伝資源と生物多様性への脅威へ
と、広がるであろう。
　韓国では 1997 年からのアジア通貨危機
の時期に、大半の種子会社が多国籍企業に
売られ、世界第２位の GMO 種子、農薬の
輸入国に転落してしまった。また米の関税
化猶予期限切れが 2014 年６月であったが、
すでに韓国政府は米の関税化を受け入れる
方針を決めている。もはや、民主的に自分
たちの農業・食品政策を決定する食料主権
が危ぶまれる水準である。
　ここで、韓国農業の現在をいくつかの数
値をもって概観することにする７）。
　まず、農業者人口だが、2013 年度 284
万 7000 人で世帯数は 114 万 2000 世帯であ
る。同年韓国総人口は 5022 万人、世帯数

は 1795 万世帯（2012 年現在）なので、そ
れぞれ総数の 5.7％、6.4％に当たる。農業
者世帯の半数が兼業農家であり、耕地規模
が３ha 以上の農業者は 98 万 9000 世帯で、
8.7％にすぎない。年収１億ウォン以上の農
業者は３万 2000 人で 2.8％を占めている。
　2013 年の韓国の高齢化率は 10.7％であ
るが、農業者人口の高齢化率は 37.3％に
達している。2000 年には 21.7％であった。
低い食料自給率のなかでも自給を維持して
きた米の自給率も現在は 86％まで落ち込
んでおり、2009 年度の生産量は 492 万ト
ンであった。
　＜表 3 ＞は、韓国における農・漁業者世
帯所得の推移と都市勤労者世帯との比較を
表している。2013 年度の農業者世帯所得
は 3452 万 4000 ウォン、漁業者世帯所得は
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3858 万 6000 ウォンで、都市勤労者世帯所
得の5523万8000ウォンの62.5％、69.8％である。

親環境・有機農業と生協

　現代韓国生協は、そもそもが有機農業者
との生消提携運動から発している。最も組
合員が多いハンサルリム生協は、中間流通
業者を省いて生活財を廉価で供給する形態
の消費者協同組合運動８）から脱して、新
しい協同運動を追求する思想運動９）から
誕生した。それは、農業・農村の衰退化を
防ぐために消費者協同組合運動が生産者と
共通の理念に基づく関係性を築き、そこか
ら農村地域を命の原理に基づく社会秩序の
コミュニティとして再生するという考え方
である。その関係性は「土（環境）と農業
の関係」・「農業と食料の関係」・「農村と都
市の関係」を有機的に捉えることから始ま
る。言い換えれば、緑の革命に則して農薬
と化学肥料を絶対化する政府施策通りの慣
行栽培を拒否し、環境にやさしい農業や有
機農業に挑戦することが生産者の役目であ
る。そして消費者はその生産物を買い支え
る共生の取引－都市と農村の直接取引―を
通じて物質の循環・命の循環がなされる社
会をつくる。このような姿が消費者協同組
合運動の新しい姿として提示され、食の不
安を抱えている都市勤労者世帯の専業主婦
層の支持を得はじめたのである。それに日
本の生協を研修する際に接した班別共同購
入方式が、小規模の産直取引も可能にさせ
ることから、都市の集合住宅心を中心とし
た暮らしの中では斬新な事業方式として受
け入れられ、韓国では「ドゥレ」（＝結）
という名前での共同購入が始まった。「生
産者は消費者の安全を重んじ、消費者は生
産者の生活を重んじる」、「農薬や化学肥料

に頼らない農業で環境と生産者の健康を守
る」、「都市と農村が共生する社会こそ人を
大事にする人間中心の社会である」などが
そのときのスローガンであった。初期の組
合員の活動として多かったのが、生産者と
の交流や生産者の手紙を組合員のつどいで
読み分かち合い、生産者へ励ましの手紙を
送る活動、生産者を招いての集会であった。
こういった生い立ちから親環境・有機農業
の生産者との連帯に基づく産直運動は韓国
生協において生協の DNA とも呼べる核心
的活動かつ事業であった。
　1980 年代後半から 1990 年代まで韓国生
協は、有機農業に関する法制度もないな
かで親環境・有機農業を守る生産消費者

（prosumer）の役割を果たした。環境農業
育成法 10）の制定（1997.12.13）と消費者生
活協同組合法の制定（1999.2.5.）がほぼ同
時期に整備されたのはこうしたゆえんであ
る。その後、親環境・有機農産物の生産量
は漸進的に増え続け、2001 年には栽培面
積 5000ha（全体対比 0.2％）、農家数 5000
戸（0.3％）、生産量 8 万 7000t（0.2％）か
ら、2012 年栽培面積 16 万 4000ha（9.5％）、
農家数 14 万 3000 戸（12.3％）、生産量 149
万 8000t（9.0％、そのうち有機農産物は
１％）に伸びたのである。2010 年 12 月末
現在４兆ウォンと推定される親環境・有機
農産物市場のうち、韓国生協は約 15％の
シェアを占めており、大手スーパーや農協
のシェアよりは低いが、安定的な取引や相
互信頼構築、市民への啓発活動と学校給食
での使用を求めるキャンペーン等の非貨幣
的な価値を含めている生協の役割は大きく、
政府出捐機関からも注目を集めている 11）。
　何よりも次のような生産者からの評価
に、韓国生協が親環境・有機農業の産直に
果たした役割が表現されている。
　「生協という安定的な販売先があったか
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ら親環境農業を始めることができました。
親環境農業も容易くはないが、販売先を探
すのはもっと厳しい。生協のように、正確
に精算が行われ、継続的に出荷できてこそ、
当日収穫した農産物を直ちに消費者に送っ
て新鮮なうちに買って頂けます。このよう
に信頼関係があり、生産者・流通（生協）・
消費者が共生できるのが生協の親環境農業
です。」12）

農業・農村再生と
韓国生協の役割

　自由貿易によって農産物の輸入が進むと
国内農産物に対する消費者の信頼が最も重
要なポイントになると思われる。食品の品
質と安全性に関する消費者の期待水準は
年々高まっていき、強い生産者組織を通じ
て品質を保ち、年中安定的な出荷を保障で
きる産地とブランドでなければ、展望を持
てないのが現実である。今韓国生協の役割
として求められるのは産直運動のレベル
アップ、すなわち、消費者のニーズを満た
すことのできる生産体系とトレーサビリ
ティ、食と農をつなぐフードシステムのモ
デルを韓国社会できちんと創り上げること
であろう。
　一方では、多国籍企業が種子から農薬、
添加物、GMO 技術までをつなぐグローバ
ルフードで韓国農業と食生活を支配する
が、これに拮抗できる「もう一つのフード
システム」を生協が築き、農業・農村再
生のモデルにすることが必要であり、そ
の取組みはすでに始まっている。例えば、
iCOOP 生協が人口２万 3000 人の過疎化し
た農村地域（全羅南道求礼郡）に有機食品
加工クラスター「求礼自然ドリームパーク」
を建設して倫理的生産 13）の拠点にするこ

とで、この地域では 300 名余りの農業高校
の卒業生や女性の雇用が生まれ、I ターン
が続いている。団地内には工房（工場では
なく）や労働者のアメニティ施設、地域唯
一の映画館があり、文化の空間としても地
域住民の間で活用されている。ここで生産
される食品はフードシステムの下流に位置
する消費者の目線から安心・安全を管理す
るので消費者の信頼をよりよく築ける。利
益の一部は協同組合第 7 原則「コミュニ
ティへの関与」に使われる。その一つが
2015 年からの産婦人科の開設である。こ
の地域では年間出生児が 30 人たらずで産
婦人科が退去してしまい、地域内での出産
が難しかったのである。
　二つ目の役割は、賢明な消費者を育てる
ことである。グローバルフードを巡る不都
合な真実を知らせ、食と農の関係、生態系
に対する人間の責任を市民に伝え続ける役
目を果たすことである。そのために韓国生
協は学校給食の無償化および親環境農産物
の使用条例づくり、食育講師養成講座、田
んぼの生きもの調査活動、若者援農キャン
プ、フードマイレージ（ハンサルリム）、ロー
カルフードやスローフードなどに積極的に
取り組んでいる。最近は、協同組合基本法
による「学校協同組合」を社会的協同組合
法人の形態で設立し、学校売店の品揃えを
国内産果物や食品、国内産小麦パンへ切り
替える動きも少しずつ増えている。
　三つ目に、生協は農業インフラを守る役
割を果たせる。全羅南道と済州道に３ヶ所
の有機ほ場を農地トラストとして買い入れ
て、生産者に耕作させている iCOOP 生協
の事例はその一つであろう。
　また iCOOP 生協の「穀物買い上げ先払
いキャンペーン」は、組合員が毎月一定の
金額を生協に先払いするとそれを生産準備
金として春先に生産者へ渡すか、あるいは
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国内産穀物の買入れ財源として利用する仕
組みである。この仕組みは組合員のクラウ
ドファンディングでもあるし、組合員が利用
する際の全ての決済は電子決済で済むから
利便性もある。2013 年の参加者は３万 2117
人、650 億ウォン、組合員数の 21.1％であった。
　さらに、国の政策に異議申し立てをする
ことも産直運動のなかでの生協の重要な役
割である。モンスーンアジアの農業・農村
は稲作や里山、里海のように人間が手をか
けた二次的な自然の生態系によってその景
観と人々の営みが持続されてきた。食の安
全だけを考えれば価格と品質競争力のある
輸入農産物が市民の暮らしにとって足し算
となるのかもしれない。
　しかしながら、有機農産物を輸入するこ
とはできるけれども、私たちが住む地域の
景観や生態系まで輸入できるわけではな
い。行過ぎた農産物の自由貿易の弊害につ
いては UNDP、UNEP、FAO、WHO を含
む国際報告書でも警鐘を鳴らされている。
　「農産物の国際取引の増加は度々天然資
源の過剰採掘、エネルギーの過使用と温室
ガスの排出増加に繋がる。」14）

　「グローバル化と自由貿易は国々と集団
に異なる影響を及ぼす。開発途上国の自由
貿易は増えるだろうか、これらの国は全体
的には農業貿易の赤字がさらに拡大して純
輸入国になる可能性がある。逆に工業国で
は農業支持の削減を求める圧力が減ることか
ら貿易制度の恩恵国になる傾向がある 15）。」
　韓国生協は「食の安全と食料主権を守る
国民運動本部」と「韓国生物多様性条約市
民ネットワーク」に積極的に参加している。
前者は協同組合の自治の原則のように自分
たちの食料権（rights to food）を守るた
めに市民啓発と政策提言活動を行うキャン
ペーンとして、後者は 10 月６～ 17 日に
ピョンチャンで開催される生物多様性条約

第 12 回締約国会議（CBD-COP12）におい
て農業の生物多様性と遺伝資源の保護、遺
伝子組換生物（LMO）の国際移動の反対
を求める消費者の声を届けるためである。

結びに代えて

　2012 年に開催された国連持続可能開
発会議（リオ＋ 20）ではポストミレニ
アム開発目標として持続可能な開発目標

（SDGs）を設定することが決まり、2013
年１月の国連総会では 30 ヶ国によるオー
プン・ワーキング・グループ（OWG）の
設立が採択された。OWG の素案のなかに

「目標２：飢餓の根絶、食料安全保障の実
現と栄養改善、そして持続可能な農業の
推進」とあり、その具体的な目標に「2.4．
2030 年まで持続可能な食料生産体系がつ
くられ、生産性と生産を向上させる回復力

（レジリエンス）ある農業実践を施行する
こと。それは、生態系を維持し、気候変動
や気象異変、旱魃や洪水およびその他の災
害に耐える能力を強化し、土質と土壌の質
を漸進的に向上することである。」とある。
また、「目標 12：持続可能な消費と生産様
式」の具体的目標に「12.8．2030 年までに
いかなる場所に住もうと、自然と調和した
ライフスタイルと持続可能な開発に関して
適正な情報かつ啓発がなされる。」などが
述べられている 16）。
　OWG の素案を通して筆者は、韓国生協
の産直運動の志向は特殊なものではなく、
そこには普遍性が込められていると感じる。
持続可能な生産と消費の体系（sustainable  
consumption and product patterns）。
　これからの韓国生協の産直運動が目指す
目標もこの表現に込められている。
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１）韓国では減農薬・減化学肥料（慣行栽培の1/2以下）
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の条件で栽培される農産物を指す。
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第１条第２項）、国際収支の擁護（GATT 第 18
条 B）など輸入数量制限が正当化される場合が
ある。後者は、IMF により国際収支上の困難が
あると認められた場合に援用可能であるが、ド
イツは 1957 年まで、日本は 1964 年までそれに
当たる待遇を受けた。

５）FAOstat2013.詳細データは「社会実情データ図録」
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を参照されたい。

６）FTA 総 合 支 援 ポ ー タ ル・ サ イ ト http://fta.
korea.kr/kr/situation/sign/01/

７）データは韓国統計庁の『2013 年農林漁業調査結
果』、『2013 年韓国の社会指標』から。

８）1980 年代初め、韓国では消費者協同組合（略称「消
協」）という言葉が一般的で、まだ生活協同組合
という表現は見当らない。生協と呼ばれるよう
になったのは、信用協同組合運動とハンサルリ
ムのリーダーたちが日本の生協を訪問してから
その名称を導入した 1980 年代後半からである。

９）ハンサルリムの先駆者たちは近代民族宗教の東
学の侍天主と事人如天に基づいており、マルク
ス主義や緑の運動、新科学などを研究した末に
1989 年「生命の地平を見通して：ハンサルリム
宣言」を理念にしていることから思想運動の性
格が強い。

10）現行の「親環境農漁業育成及び有機食品などの
管理・支援に関する法律」。

海外のくらしと協同をたずねて

11）韓国消費者院の「生活協同組合の経済的役割分
析―親環境農産物の価格水準と変動性を中心に
―」（イ・クムノ、2013）、「生活協同組合を通じ
た倫理的消費普及方法に関する研究」（イ・ドゥ
ギョン・ファン・ミジン、2013）など。
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c o . k r / n e w s / q u i c k V i e w A r t i c l e V i e w .
html?idxno=15070　

13）環境と生物多様性、動物福祉、公正な労働に配
慮した農業のことを指す。
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